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学生確保の見通し等を記載した書類 
 

 

Ⅰ．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）学生の確保の見通し 

本院では，学生定員を 10 名に設定する。本

院の前身である医理工連携コースの定員は，理

工系の定員 5 名と医学系の定員 2名を合わせた

計 7 名であった。表１に医理工連携コースにお

ける理工学部からの出願者数と合格者数の推

移を示す。毎年，募集人数を上回る出願があり，

年々理工系の定員を増員して受け入れており，

その結果現在の定員は理工系だけで 8名を占め

るようになった。平成 30 年度以降の出願者数

は常に 10 名を超えており，本院における学生の確保は十分に可能であると考える。 

 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

本申請にあたり，本院の受験対象者となる理工学部学生が在籍する機械工学コース，人間情報

工学コース，電気電子工学コース，創造生産工学コースの 4 つのコースに所属する 3 年次生に対

し，設置の理念および養成する人物像を明記した本院の概要に加え，ディプロマポリシー，カリ

キュラムポリシー，アドミッションポリシーを説明する資料を添えて，2019 年 12 月に本院への

進学希望を調べるアンケート調査を実施した。その結果，秋田県という超高齢社会の先進地にお

ける当学位プログラムの必要性を問う「先進ヘルスケア工学が秋田県に必要か？」の設問に対し

て，「必要・やや必要」と回答した学生が約 7 割を超えており，秋田大学の学生が本院に高い関

心と期待を寄せていることがわかる。また，入学の意志を明確に問う「本学位プログラムへ進学

したいか？」の設問に対して，「ぜひ進学したい」と回答した学生が約 8%（回答数の 13 名）存

在し，入学定員 10 名を超える 130％の進学希望者が存在することがわかった。「どちらかと言え

ば進学したい」と回答した学生が 25%（回答数の 40 名）を含めると，定員 10 名を大幅に上回

る学生が本院への進学に関心を寄せていることがわかる。また，学生が本院に期待することを調

査した結果，「最新技術を学べること」，「医学と保健学の学際分野の基礎知識を学べること」に

多くの学生が期待しており，国内でも類を見ない本院への期待を確認できる。さらに，大学院進

学後の就職先についての考えを調査したところ，「医療機器に関連するメーカー」を志望する学

生が 26.4%（回答数の 19 名），「介護・福祉に関連するメーカー」を志望する学生が 12.5%（回

答数の 9 名）であり，医療・福祉産業に関心の高い学生が一定数存在することがわかる。なお，

ヘルスケア工学の教育研究機関は海外には存在するが，国内では本院が初である。そのため，黎

明期にある「ヘルスケアに関連するメーカー」を希望する学生は 0％と「ヘルスケア工学」に対

する学生の認知度は極めて低く，医療・福祉分野からヘルスケア分野に体系的に教育を拡充する

本院の果たすべき責務は極めて大きい。（資料１：大学院（修士課程）の「先進ヘルスケア工学

表１ 医理工連携コースにおける理工学部  

  からの出願者数と合格者数の推移 

年度 
理工出願

者数(人) 

合格者

数(人) 
定員超過率 

H28 7 5 140% 

H29 8 6 133% 

H30 12 7 171% 

H31 10 8 125% 
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学位プログラム」設置に関する学生向けアンケート） 

認可後は，できるだけ多くの学生に周知を図るべく，学部学生に説明会等を実施すると共に，

入学前の高校生を対象とした医理工連携の公開講座も開催する等，先進ヘルスケア工学分野の周

知に努める予定である。 

 

Ⅱ．人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の育成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本院は，医学系研究科と理工学研究科，さらに高齢者医療先端研究センターが連係して教育課

程を構築し，超高齢社会を迎えた地方に暮らす人々の，日常生活における健康維持・向上のヘル

スケアから，医療の診断・治療，さらに病気や治療の経過を観察する予後までを対象とし，新し

いテクノロジーを導入した機器やシステムで支え，活力に満ちた超高齢社会の実現に必要な新し

い科学を構築するとともに，研究成果を世界に発信できる人材の育成を目的に設置するものであ

る。 

 

（２）社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

１）世界各国の高齢化率 

 図１に世界の高齢化率の推移を示す。日本は，2015年に26.6%であったが，2025年には30.0%，

2040 年には 35.3%になることが見込まれている。 

 
引用：高齢化の状況（内閣府）https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2018/html/zenbun/s1_1_2.html 

図１ 世界の高齢化率の推移 

図における欧米諸国と比較すると，高齢化は進展しているものの高齢化の速度は日本より遅く

なっている。同ホームページのデータによると，例えば，高齢化率が 7%から 14%へ要した期間
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をみると，日本が 24 年であるのに対し，スウェーデンが 85 年，ドイツが 40 年，フランスが 115

年などになっている。一方，右図におけるアジア諸外国と比較すると，日本より急速に高齢化が

進んでいることがわかる。前述の 7%から 14%へ要した期間では，韓国が 18 年，シンガポール

が 20年と日本よりも短く，中国が 2001年からの 24年間で 7%進展することが予想されている。 

 このように，日本のみならず，諸外国でも高齢化が進んでおり，特に，東南アジアの諸外国に

おいては日本と同等の速さで高齢化が進展している。 

２）日本における健康リスクの状況 

 「設置の趣旨等を記載した書類」における「Ⅰ．設置の趣旨及び必要性」の図 1（2 ページ）

では，秋田県民の死因別死亡割合と健康リスクの状況を示し，秋田県民の健康リスクの高さを示

したが，図 2 に 2013 年度の「医科診療費の傷病別内訳」を示す。 

 

引用：経済産業省におけるヘルスケア産業政策について 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/01metihealthcarepolicy.pdf 

図 2 医科診療費の傷病別内訳 

 

図より国民医療費は，生活習慣病（悪性新生物，高血圧性疾患，脳血管疾患，心疾患，糖尿病）

に関する診療費が 34.4%，老化に伴う疾患（筋骨格系（関節等），骨折，眼科）の診療費が 15.3%，

精神・神経の疾患（神経系（アルツハイマー等），精神疾患）に関する診療費が 10.9%となって

いる。この 3 つを合わせると 60.6%となり，総額 28.7 兆円の内，17.4 兆円を占めることになる。 

このように，診療費の約 1/3 以上が生活習慣病関連，また老化に伴う疾患や精神・神経の疾患

の占める割合が高いことがわかる。 



4 
 

３）ヘルスケア産業の創出に向けた取り組み 

 １）で述べたように諸外国，特にアジア地域の高齢化が進展しており，また国民医療費が年々

増えている中で，２）で述べたような生活習慣病や老化などに伴う医科診療費の割合が高くなっ

ている状況である。このため，生活習慣病の改善などに関する健康寿命の延伸（ヘルスケア）へ

の取り組みが必要になる。 

 図 3 は次世代ヘルスケア産業の創出に向けたコンセプトを示す。図に示すように，現状では年

齢とともに医療費が増大しているが，これを「目指すべき公的医療費等の支出（図中の赤線グラ

フ）」のように，生活習慣の改善や受診勧奨を通じた「予防や早期診断・早期治療」の拡大によ

る医療費を増大させながらも，高齢時における重症化予防による医療費の伸びの抑制を目指すも

のである。 

 

引用：経済産業省におけるヘルスケア産業政策について 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/01metihealthcarepolicy.pdf 

図 3 次世代ヘルスケア産業の創出に向けたコンセプト 

 

 一方，地域に根差したヘルスケア産業を創出するためには，地域包括ケアシステムと連携した

医療・介護体制の構築に加え，農業・観光等の地域産業やスポーツ関連産業等との連携，さらに

は産業創出の基盤として，人材育成やエビデンス構築などのインフラ・ツールの整備が必要とな

る。 

 図 4 にアジア健康構想に向けた基本方針を示す。経済産業省は，アジア諸外国の高齢化社会に

必要な介護産業の振興，人材の育成等に加え，互恵的な協力による医療・介護を中心とした疾病
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の予防，健康な食事などのヘルスケアサービス，健康な生活のための街づくりなど，医療・介護

よりも裾野の広い「富士山型のヘルスケア」の実現を目指すとしている。 

 

引用：ヘルスケアの国際展開の推進に向けた取組と今後の方向性，アンケート実施について（経済産業省） 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/iryou/enquete_01.pdf 

図 4 アジア健康構想に向けた基本方針 

 

４）社会的ニーズ 

 先進ヘルスケア工学に関する学位プログラム（教育課程）の設置を計画するにあたり，企業ア

ンケートを実施した（資料２：大学院（修士課程）の教育プログラム「先進ヘルスケア工学」設

置に関する企業向けアンケート）。 

アンケート実施期間は 2019 年 12 月～2020 年 1 月であり，主に県内関連企業を対象とした面

談によるヒアリング，ならびに過去 3 年間に理工学部／理工学研究科の卒業生を採用した企業の

中から，機械，情報，電気電子分野における医療分野関連企業を絞り込み，郵送による調査を行

った。表 2 に対象企業ならびに回答数などを示す。 

 

表 2 企業向けアンケートを実施した企業数 

 

回答数 対象企業 回答率
11 11 100.0%
11 24 45.8%
22 35 62.9%合  計

⾯談実施によるヒアリング（県内関連企業）
郵送による調査依頼（本学採⽤実績に基づく）
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 表 2 に示す企業において，(1)「貴社では現在，医療や介護，ヘルスケア関連事業を行っていま

すか。」という質問に対して，「行っている」と回答した企業 18 社（81.8%）へ，(3)「貴社では

今後，医療や介護，ヘルスケア関連の工学系人材を採用したいと考えていますか。」という質問

に対して，全 18 社（100%）の企業が採用したいと回答した。なお，採用したい人数については，

毎年採用したい（企業規模にもよるが 1 人～10 名）が 11 社，3～4 年に 1 名程度採用したいが

3 社であった。 

次に，(4)「貴社では，今後の医療や介護，ヘルスケア関連事業を行うにあたり，どのような知

識や技術を修得した工学系人材を採用したいですか。」という質問に対して，図 5 にあるように，

機械，情報分野の学生で，医学や医療情報の知識を持ち，ICT 技術を習得しているものを採用し

たいと回答した。 

 

図 5 本学位プログラム修了者に求める人材の専門分野 

 

この結果，本院で設定した養成する人材像（ディプロマポリシー）は，適切に設定されている

といえる。 

 

５）関連業界との連携体制 

 「設置の趣旨等を記載した書類」における 5 ページに記載した「Ⅰ．設置の趣旨及び必要性」

（３）設置の必要性の１）社会的見地からの必要性に記載した通り，秋田県にも 2019 年 8 月に

地域版次世代ヘルスケア産業協議会が設置された。この協議会の設置目的は，急激な市場拡大が

想定されているヘルスケア産業へ，県内企業が参入することを促進するものであり，本学も協議

会の会員であり，すでに本学と運動・治療支援領域における連携の模索が始まっている。 

 一方，これまで医工連携に関する社会実装を進めてきた企業とは，引き続き，連携を推進して

いく予定であり，また，2009 年より AMI（秋田メディカルインダストリー）ネットワークを運

用し，2014 年には医工連携による産業集積に向けた取り組みを強化するため，「秋田県と国立大

学法人秋田大学との医工連携による産業集積に関する覚書」を締結している。さらに，医工連携

体制を強化するため，2014 年から始まった「秋田大学医理工連携“夢を語る会”」もこれまで 23
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回（1 年間に 3～4 回程度実施）を数え，学内の医学系・理工学系の教員のみならず，官公庁や

企業も参加する体制で，現場におけるニーズの発表と，現場の課題解決に貢献するシーズの発表

を行ってきた。 

 このように，秋田大学は，医工連携に関する分野において，官公庁や企業との連携体制を構築

してきており，本院で創出する研究開発の成果を社会実装する体制は整っている。 
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